
議案第６７号 

川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

平成３０年 ２ 月２２日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例の一部を改正する条例 

川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例（平成２４年川崎市条例第６９号）の一部を次のように改正する。 

目次中 

「第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第４５条～第４９条）」 

を 

「第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準（第４４条の２～第４４条 

の４） 

第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第４５条～第４９条）」 

に、 

「第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第９６条～第９８条）」 

を 

「第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準（第９５条の２～第９５条 

の５） 

第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第９６条～第９８条）」 

に、 



「第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１１１条・第１１２ 

条）                           」 

を 

「第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準（第１１０条の２～第１１ 

０条の４） 

第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１１１条・第１１２ 

条）                           」 

に、 

「第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１５０条～１５１条）」 

を 

「第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準（第１４９条の２～第１４ 

９条の４） 

第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１５０条～第１５１ 

条）                           」 

に、 

「第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１６０条～１６１条）」 

を 

「第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準（第１５９条の２～第１５ 

９条の４） 

第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１６０条～第１６１条）」 

に、「第１６７条」を「第１６６条の２」に、 

「第１３章 共同生活援助 

第１節 基本方針（第１９４条） 

第２節 人員に関する基準（第１９５条・第１９６条） 

第３節 設備に関する基準（第１９７条） 

第４節 運営に関する基準（第１９８条～第２００条） 

第５節 外部サービス利用型指定共同生活援助に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第２００条の２・第２００条の 



３） 

第２款 人員に関する基準（第２００条の４・第２００条の５） 

第３款 設備に関する基準（第２００条の６） 

第４款 運営に関する基準（第２００条の７～第２００条の１２） 

第１４章 多機能型に関する特例（第２０１条・第２０２条）     」 

を 

「第１３章 就労定着支援 

第１節 基本方針（第１９３条の２） 

第２節 人員に関する基準（第１９３条の３・第１９３条の４） 

第３節 設備に関する基準（第１９３条の５） 

第４節 運営に関する基準（第１９３条の６～第１９３条の１２） 

第１４章 自立生活援助 

第１節 基本方針（第１９３条の１３） 

第２節 人員に関する基準（第１９３条の１４・第１９３条の１５） 

第３節 設備に関する基準（第１９３条の１６） 

第４節 運営に関する基準（第１９３条の１７～第１９３条の２０） 

第１５章 共同生活援助 

第１節 基本方針（第１９４条） 

第２節 人員に関する基準（第１９５条・第１９６条） 

第３節 設備に関する基準（第１９７条） 

第４節 運営に関する基準（第１９８条～第２００条） 

第５節 日中サービス支援型指定共同生活援助に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第２００条の２・第２００条の 

３） 

第２款 人員に関する基準（第２００条の４・第２００条の５） 

第３款 設備に関する基準（第２００条の６） 

第４款 運営に関する基準（第２００条の７～第２００条の１１） 

第６節 外部サービス利用型指定共同生活援助に関する基準 



第１款 この節の趣旨及び基本方針（第２００条の１２・第２００条 

の１３） 

第２款 人員に関する基準（第２００条の１４・第２００条の１５） 

第３款 設備に関する基準（第２００条の１６） 

第４款 運営に関する基準（第２００条の１７～第２００条の２２） 

第１６章 多機能型に関する特例（第２０１条・第２０２条）     」 

に改める。 

 第１条中「第３６条第３項第１号」の次に「、第４１条の２第１項各号」を

加える。 

 第２条第６号中「指定放課後等デイサービスの事業」の次に「、指定通所支

援基準条例第８２条の２に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業」を加

え、同号を同条第７号とし、同条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１

号を加える。 

 ⑸ 共生型障害福祉サービス 法第４１条の２第１項の申請に係る法第２９

条第１項の指定を受けた者による指定障害福祉サービスをいう。 

第４条第１項中「第１３章」を「第１５章」に改める。 

第５条第１項中「第２００条の１０第３項」を「第２００条の２０第３項」

に改める。 

第６条第１項中「第２００条の２」を「第２００条の１２」に、「第２００

条の１０第２項」を「第２００条の２０第２項」に改める。 

第４９条中「前節」を「第４節」に改める。 

第２章中第５節を第６節とし、第４節の次に次の１節を加える。 

第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準 

（共生型居宅介護の事業を行う指定訪問介護事業者の基準） 

第４４条の２ 居宅介護に係る共生型障害福祉サービス（以下「共生型居宅介

護」という。）の事業を行う指定訪問介護事業者（川崎市指定居宅サービス

等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成２４年川崎市条

例第８１号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第６条第１項



に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）が当該事業に関して満

たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第６条第１項に規定

する指定訪問介護事業所をいう。以下同じ。）の従業者の員数が、当該指

定訪問介護事業所が提供する指定訪問介護（指定居宅サービス等基準条例

第５条に規定する指定訪問介護をいう。以下同じ。）の利用者の数を指定

訪問介護の利用者の数及び共生型居宅介護の利用者の数の合計数であると

した場合における当該指定訪問介護事業所として必要とされる数以上であ

ること。 

⑵ 共生型居宅介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定

居宅介護事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（共生型重度訪問介護の事業を行う指定訪問介護事業者の基準） 

第４４条の３ 重度訪問介護に係る共生型障害福祉サービス（以下「共生型重

度訪問介護」という。）の事業を行う指定訪問介護事業者が当該事業に関し

て満たすべき基準は、次のとおりとする。 

⑴ 指定訪問介護事業所の従業者の員数が、当該指定訪問介護事業所が提供

する指定訪問介護の利用者の数を指定訪問介護の利用者の数及び共生型重

度訪問介護の利用者の数の合計数であるとした場合における当該指定訪問

介護事業所として必要とされる数以上であること。 

⑵ 共生型重度訪問介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、

指定重度訪問介護事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けて

いること。 

（準用） 

第４４条の４ 第５条（第３項及び第４項を除く。）、第６条第２項及び第３

項、第７条並びに前節（第４４条を除く。）の規定は、共生型居宅介護及び

共生型重度訪問介護の事業について準用する。 

第８７条の次に次の１条を加える。 

（職場への定着のための支援の実施） 



第８７条の２ 指定生活介護事業者は、障害者の職場への定着を促進するため、

当該指定生活介護事業者が提供する指定生活介護を受けて通常の事業所に新

たに雇用された障害者について、障害者就業・生活支援センター等の関係機

関と連携して、当該障害者が就職した日から６月以上、職業生活における相

談等の支援の継続に努めなければならない。 

 第９６条第１号及び第２号を次のように改める。 

 ⑴ 指定通所介護事業者等であって、地域において生活介護が提供されてい

ないこと等により生活介護を受けることが困難な障害者に対して指定通所

介護等を提供するものであること。 

 ⑵ 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介護等

の利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数の合計数で除して得

た面積が３平方メートル以上であること。 

第９７条各号列記以外の部分を次のように改める。 

次に掲げる要件を満たした指定小規模多機能型居宅介護事業者等（指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業者を除く。第１１１条、第１５０条の２

及び第１６０条の２において同じ。）が地域において生活介護が提供されて

いないこと等により生活介護を受けることが困難な障害者に対して指定小規

模多機能型居宅介護等（指定介護予防小規模多機能型居宅介護を除く。第１

１１条、第１５０条の２及び第１６０条の２において同じ。）のうち通いサ

ービス（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第４６条第１項に規定す

る通いサービスを除く。以下この条、第１１１条、第１５０条の２及び第１

６０条の２において同じ。）を提供する場合には、当該通いサービスを基準

該当生活介護と、当該通いサービスを行う指定小規模多機能型居宅介護事業

所等（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を除く。以下この条、第

１１１条、第１５０条の２及び第１６０条の２において同じ。）を基準該当

生活介護事業所とみなす。この場合において、前条の規定は、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等については適用しない。 

第９７条第１号中「指定地域密着型サービス基準条例第８３条第１項又は第



１９３条第１項に規定する登録者をいう。以下」を「指定地域密着型介護予防

サービス基準条例第４６条第１項に規定する登録者を除く。第１５０条の２及

び第１６０条の２において」に、「当該指定小規模多機能型居宅介護支援事業

所等」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等」に、「サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第６３条

第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以

下」を「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等（サテライト型指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を除く。以下この条、第１１１条、

第１５０条の２及び第１６０条の２において」に改め、同条第２号中「サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所」を「サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所等」に改め、同条第３号中「指定地域密着型サービス基準

条例第８７条第２項第１号又は第１９７条第２項第１号」を「指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第５０条第２項第１号」に、「いう。以下」を「除

く。第１５０条の２及び第１６０条の２において」に改める。 

第４章中第５節を第６節とし、第４節の次に次の１節を加える。 

第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準 

（共生型生活介護の事業を行う指定児童発達支援事業者等の基準） 

第９５条の２ 生活介護に係る共生型障害福祉サービス（以下「共生型生活介

護」という。）の事業を行う指定児童発達支援事業者（指定通所支援基準条

例第６条第１項に規定する指定児童発達支援事業者をいう。）又は指定放課

後等デイサービス事業者（指定通所支援基準条例第７４条第１項に規定する

指定放課後等デイサービス事業者をいう。）が当該事業に関して満たすべき

基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定児童発達支援事業所（指定通所支援基準条例第６条第１項に規定す

る指定児童発達支援事業所をいう。第２０１条において同じ。）又は指定

放課後等デイサービス事業所（指定通所支援基準条例第７４条第１項に規

定する指定放課後等デイサービス事業所をいう。第２０１条において同じ。）

（以下「指定児童発達支援事業所等」という。）の従業者の員数が、当該



指定児童発達支援事業所等が提供する指定児童発達支援（指定通所支援基

準条例第５条に規定する指定児童発達支援をいう。）又は指定放課後等デ

イサービス（指定通所支援基準条例第７３条に規定する指定放課後等デイ

サービスをいう。）（以下「指定児童発達支援等」という。）を受ける障

害児の数を指定児童発達支援等を受ける障害児の数及び共生型生活介護の

利用者の数の合計数であるとした場合における当該指定児童発達支援事業

所等として必要とされる数以上であること。 

 ⑵ 共生型生活介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定

生活介護事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（共生型生活介護の事業を行う指定通所介護事業者等の基準） 

第９５条の３ 共生型生活介護の事業を行う指定通所介護事業者（指定居宅サ

ービス等基準条例第１００条第１項に規定する指定通所介護事業者をいう。）

又は指定地域密着型通所介護事業者（川崎市指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成２４年川崎市条例第８２

号。以下「指定地域密着型サービス基準条例」という。）第６０条の３第１

項に規定する指定地域密着型通所介護事業者をいう。）（以下「指定通所介

護事業者等」という。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおり

とする。 

 ⑴ 指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１００条第１項に

規定する指定通所介護事業所をいう。）又は指定地域密着型通所介護事業

所（指定地域密着型サービス基準条例第６０条の３第１項に規定する指定

地域密着型通所介護事業所をいう。）（以下「指定通所介護事業所等」と

いう。）の食堂及び機能訓練室（指定居宅サービス等基準条例第１０２条

第２項第１号又は指定地域密着型サービス基準条例第６０条の５第２項第

１号に規定する食堂及び機能訓練室をいう。以下同じ。）の面積を、指定

通所介護（指定居宅サービス等基準条例第９９条に規定する指定通所介護

をいう。）又は指定地域密着型通所介護（指定地域密着型サービス基準条

例第６０条の２に規定する指定地域密着型通所介護をいう。）（以下「指



定通所介護等」という。）の利用者の数と共生型生活介護の利用者の数の

合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

 ⑵ 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所等が

提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者の数及び

共生型生活介護の利用者の数の合計数であるとした場合における当該指定

通所介護事業所等として必要とされる数以上であること。 

 ⑶ 共生型生活介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定

生活介護事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（共生型生活介護の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業者等の基準） 

第９５条の４ 共生型生活介護の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業

者（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第１項に規定する指定小規模

多機能型居宅介護事業者をいう。）、指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者（指定地域密着型サービス基準条例第１９３条第１項に規定する指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）又は指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者（川崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２４年川崎市条例第８４号。

以下「指定地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第４６条第１

項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下同じ。）

（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業者等」という。）が当該事業に関

して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例

第８３条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条

例第１９３条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を

いう。）又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着

型介護予防サービス基準条例第４６条第１項に規定する指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）（以下「指定小規模多機



能型居宅介護事業所等」という。）の登録定員（当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第

１項若しくは第１９３条第１項又は指定地域密着型介護予防サービス基準

条例第４６条第１項に規定する登録者をいう。以下同じ。）の数と共生型

生活介護、共生型自立訓練（機能訓練）（第１４９条の２に規定する共生

型自立訓練（機能訓練）をいう。）若しくは共生型自立訓練（生活訓練）

（第１５９条の２に規定する共生型自立訓練（生活訓練）をいう。）又は

共生型児童発達支援（指定通所支援基準条例第５６条の２に規定する共生

型児童発達支援をいう。）若しくは共生型放課後等デイサービス（指定通

所支援基準条例第７９条の２に規定する共生型放課後等デイサービスをい

う。）（以下「共生型通いサービス」という。）を利用するために当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児の数

の合計数の上限をいう。以下この条、第１４９条の３及び第１５９条の３

において同じ。）を２９人（サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所（指定地域密着型サービス基準条例第８３条第７項に規定するサテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）、サテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第

１９３条第８項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所をいう。）又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第４６条第７項に規定

するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第

９７条において同じ。）（以下「サテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所等」という。）にあっては、１８人）以下とすること。 

 ⑵ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する指定小規模多機能型居

宅介護（指定地域密着型サービス基準条例第８２条に規定する指定小規模

多機能型居宅介護をいう。）、指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地

域密着型サービス基準条例第１９２条に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護をいう。）又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域



密着型介護予防サービス基準条例第４５条に規定する指定介護予防小規模

多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）（以下「指定小規模多機能型居宅

介護等」という。）のうち通いサービス（指定地域密着型サービス基準条

例第８３条第１項若しくは第１９３条第１項又は指定地域密着型介護予防

サービス基準条例第４６条第１項に規定する通いサービスをいう。以下同

じ。）の利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサー

ビスの利用者の数と共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の

合計数の１日当たりの上限をいう。以下この条、第１４９条の３及び第１

５９条の３において同じ。）を登録定員の２分の１から１５人（登録定員

が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、登録

定員に応じて、次の表に定める通いサービスの利用定員、サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、１２人）までの範囲内と

すること。 

登録定員 通いサービスの利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人  

 ⑶ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂（指定地域密着型

サービス基準条例第８７条第２項第１号若しくは第１９７条第２項第１号

又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第５０条第２項第１号に規

定する居間及び食堂をいう。以下同じ。）は、機能を十分に発揮しうる適

当な広さを有すること。 

 ⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者数を通いサ

ービスの利用者の数と共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数であるとした場合における指定地域密着型サービス基準条例第８

３条若しくは第１９３条又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第



４６条に規定する基準を満たしていること。 

 ⑸ 共生型生活介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定

生活介護事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（準用） 

第９５条の５ 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２３条、

第２４条、第２９条、第３７条から第４２条まで、第５２条、第５９条から

第６２条まで、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７５条から第７７

条まで、第７９条、第８１条及び前節（第９５条を除く。）の規定は、共生

型生活介護の事業について準用する。 

第１００条第１項第２号中「又は第２００条の４第１項」を「、第２００条

の２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業者又は第２００条の

１４第１項」に改め、同号ア中「又は第２００条の２」を「、第２００条の２

に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助又は第２００条の１２」に改

め、「規定する指定共同生活援助事業所をいう。）」の次に「、日中サービス

支援型指定共同生活援助事業所（第２００条の４第１項に規定する日中サービ

ス支援型指定共同生活援助事業所をいう。以下この章において同じ。）」を加

え、「第２００条の４第１項」を「第２００条の１４第１項」に改め、同条第

２項第２号中「指定自立訓練（生活訓練）事業者等」の次に「（第２００条の

２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業者を除く。）」を加え、

同号ア中「指定自立訓練（生活訓練）等」の次に「（第２００条の２に規定す

る日中サービス支援型指定共同生活援助を除く。）」を加え、「の利用者の数

及び」を「（日中サービス支援型指定共同生活援助事業所を除く。以下このア

において同じ。）の利用者の数及び」に改め、同条第３項第１号中「規定する

指定共同生活援助事業所」の次に「、日中サービス支援型指定共同生活援助事

業所」を加え、「第２００条の４第１項」を「第２００条の１４第１項」に改

め、同号ア中「第２００条の２」を「第２００条の２に規定する日中サービス

支援型指定共同生活援助、第２００条の１２」に改める。 

第１０９条第２号中「第２００条の４第１項」を「第２００条の１４第１項」



に改める。 

第１１１条第１号中「指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規

模多機能型居宅介護事業者」を「指定小規模多機能型居宅介護事業者等」に、

「指定小規模多機能型居宅介護又は指定看護小規模多機能型居宅介護」を「指

定小規模多機能型居宅介護等」に改め、同条第２号中「サテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所」を「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所等」に改める。 

第５章中第５節を第６節とし、第４節の次に次の１節を加える。 

第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準 

（共生型短期入所の事業を行う指定短期入所生活介護事業者等の基準） 

第１１０条の２ 短期入所に係る共生型障害福祉サービス（以下「共生型短期

入所」という。）の事業を行う指定短期入所生活介護事業者（指定居宅サー

ビス等基準条例第１４８条第１項に規定する指定短期入所生活介護事業者を

いう。）又は指定介護予防短期入所生活介護事業者（川崎市指定介護予防サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成２４年川崎

市条例第８３号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第１

３２条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介護事業者をいう。）が

当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１４８条

第１項に規定する指定短期入所生活介護事業所をいう。）又は指定介護予

防短期入所生活介護事業所（指定介護予防サービス等基準条例第１３２条

第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介護事業所をいう。）（以下

「指定短期入所生活介護事業所等」という。）の居室の面積を、指定短期

入所生活介護（指定居宅サービス等基準条例第１４７条に規定する指定短

期入所生活介護をいう。）又は指定介護予防短期入所生活介護（指定介護

予防サービス等基準条例第１３１条に規定する指定介護予防短期入所生活

介護をいう。）（以下「指定短期入所生活介護等」という。）の利用者の



数と共生型短期入所の利用者の数の合計数で除して得た面積が１０．６５

平方メートル以上であること。 

 ⑵ 指定短期入所生活介護事業所等の従業者の員数が、当該指定短期入所生

活介護事業所等が提供する指定短期入所生活介護等の利用者の数を指定短

期入所生活介護等の利用者の数及び共生型短期入所の利用者の数の合計数

であるとした場合における当該指定短期入所生活介護事業所等として必要

とされる数以上であること。 

 ⑶ 共生型短期入所の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定

短期入所事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（共生型短期入所の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業者等の基準） 

第１１０条の３ 共生型短期入所の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事

業者等が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等に個室（指定地域密着型サービス

基準条例第８７条第２項第２号ウ若しくは第１９７条第２項第２号ウ又は

指定地域密着型介護予防サービス基準条例第５０条第２項第２号ウに規定

する個室をいう。以下この号において同じ。）以外の宿泊室を設ける場合

は、当該個室以外の宿泊室の面積を宿泊サービス（指定地域密着型サービ

ス基準条例第８３条第５項若しくは第１９３条第６項又は指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第４６条第５項に規定する宿泊サービスをいう。

次号において同じ。）の利用定員から個室の定員数を減じて得た数で除し

て得た面積が、おおむね７．４３平方メートル以上であること。 

 ⑵ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等が提供する宿泊サービスの利用者の数を宿泊

サービスの利用者の数及び共生型短期入所の利用者の数の合計数であると

した場合における当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等として必要と

される数以上であること。 

 ⑶ 共生型短期入所の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定

短期入所事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 



（準用） 

第１１０条の４ 第１０条、第１２条から第１８条まで、第２０条、第２１条、

第２３条、第２４条、第２９条、第３０条、第３７条から第４３条まで、第

５２条、第６２条、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７５条、第７

６条、第８９条、第９２条から第９４条まで、第９９条及び前節（第１０９

条及び第１１０条を除く。）の規定は、共生型短期入所の事業について準用

する。 

第１１４条第４項中「専任かつ」を削る。 

第１２０条第１項中「サービス利用計画」を「重度障害者等包括支援計画」

に改める。 

第１２１条の見出しを「（重度障害者等包括支援計画の作成）」に改め、同

条第１項中「重度障害者等包括支援サービス利用計画（以下この章において「サ

ービス利用計画」という。）」を「重度障害者等包括支援計画」に改め、同条

第２項を削り、同条第３項中「、サービス利用計画」を「、重度障害者等包括

支援計画」に、「当該サービス利用計画」を「当該重度障害者等包括支援計画」

に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項中「、サービス利用計画」を「、重

度障害者等包括支援計画」に、「当該サービス利用計画」を「当該重度障害者

等包括支援計画」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中「から第３項

まで」を「及び第２項」に、「サービス利用計画」を「重度障害者等包括支援

計画」に改め、同項を同条第４項とする。 

第１４２条中「、省令第６条の７第１号に規定する者に対して」を削る。 

第１４９条中「第８８条」を「第８７条の２」に改める。 

第１５０条の２中「指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者」を「指定小規模多機能型居宅介護事業者等」に、「指

定小規模多機能型居宅介護又は指定看護小規模多機能型居宅介護」を「指定小

規模多機能型居宅介護等」に改め、同条第１号及び第２号中「サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所」を「サテライト型指定小規模多機能型居宅

介護事業所等」に改める。 



第８章中第５節を第６節とし、第４節の次に次の１節を加える。 

第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準 

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所介護事業者等の基準） 

第１４９条の２ 自立訓練（機能訓練）に係る共生型障害福祉サービス（以下

「共生型自立訓練（機能訓練）」という。）の事業を行う指定通所介護事業

者等が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介護等

の利用者の数と共生型自立訓練（機能訓練）の利用者の数の合計数で除し

て得た面積が３平方メートル以上であること。 

 ⑵ 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所等が

提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者の数及び

共生型自立訓練（機能訓練）の利用者の数の合計数であるとした場合にお

ける当該指定通所介護事業所等として必要とされる数以上であること。 

 ⑶ 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供す

るため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技

術的支援を受けていること。 

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事

業者等の基準） 

第１４９条の３ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定小規模多機能

型居宅介護事業者等が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとす

る。 

 ⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員を２９人（サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、１８人）以下とする

こと。 

 ⑵ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が行う指定小規模多機能型居宅介

護等のうち通いサービスの利用定員を登録定員の２分の１から１５人（登

録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、

登録定員に応じて、次の表に定める通いサービスの利用定員、サテライト



型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、１２人）までの範囲

内とすること。 

登録定員 通いサービスの利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人  

 ⑶ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機能を十分に

発揮しうる適当な広さを有すること。 

 ⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者数を通いサ

ービスの利用者の数と共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数であるとした場合における指定地域密着型サービス基準条例第８

３条若しくは第１９３条又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第

４６条に規定する基準を満たしていること。 

 ⑸ 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供す

るため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技

術的支援を受けていること。 

（準用） 

第１４９条の４ 第１０条から第２１条まで、第２３条、第２４条、第２９条、

第３７条から第４２条まで、第５２条、第５９条から第６２条まで、第６８

条、第７０条から第７２条まで、第７５条から第７７条まで、第８１条、第

８７条の２から第９４条まで、第１４２条及び前節（第１４９条を除く。）

の規定は、共生型自立訓練（機能訓練）の事業について準用する。 

 第１５２条中「、省令第６条の７第２号に規定する者に対して」を削る。 

 第１５９条中「第８８条」を「第８７条の２」に改める。 

第１６０条の２中「指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者」を「指定小規模多機能型居宅介護事業者等」に、「指



定小規模多機能型居宅介護又は指定看護小規模多機能型居宅介護」を「指定小

規模多機能型居宅介護等」に改め、同条第１号及び第２号中「サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所」を「サテライト型指定小規模多機能型居宅

介護事業所等」に改める。 

第９章中第５節を第６節とし、第４節の次に次の１節を加える。 

第５節 共生型障害福祉サービスに関する基準 

（共生型自立訓練（生活訓練）の事業を行う指定通所介護事業者等の基準） 

第１５９条の２ 自立訓練（生活訓練）に係る共生型障害福祉サービス（以下

「共生型自立訓練（生活訓練）」という。）の事業を行う指定通所介護事業

者等が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介護等

の利用者の数と共生型自立訓練（生活訓練）の利用者の数の合計数で除し

て得た面積が３平方メートル以上であること。 

 ⑵ 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所等が

提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者の数及び

共生型自立訓練（生活訓練）の利用者の数の合計数であるとした場合にお

ける当該指定通所介護事業所等として必要とされる数以上であること。 

 ⑶ 共生型自立訓練（生活訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供す

るため、指定自立訓練（生活訓練）事業所その他の関係施設から必要な技

術的支援を受けていること。 

（共生型自立訓練（生活訓練）の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事

業者等の基準） 

第１５９条の３ 共生型自立訓練（生活訓練）の事業を行う指定小規模多機能

型居宅介護事業者等が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとす

る。 

 ⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員を２９人（サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、１８人）以下とする

こと。 



 ⑵ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が行う指定小規模多機能型居宅介

護等のうち通いサービスの利用定員を登録定員の２分の１から１５人（登

録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、

登録定員に応じて、次の表に定める通いサービスの利用定員、サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、１２人）までの範囲

内とすること。 

登録定員 通いサービスの利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人  

 ⑶ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機能を十分に

発揮しうる適当な広さを有すること。 

 ⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者数を通いサ

ービスの利用者の数と共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数であるとした場合における指定地域密着型サービス基準条例第８

３条若しくは第１９３条又は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第

４６条に規定する基準を満たしていること。 

 ⑸ 共生型自立訓練（生活訓練）の利用者に対して適切なサービスを提供す

るため、指定自立訓練（生活訓練）事業所その他の関係施設から必要な技

術的支援を受けていること。 

（準用） 

第１５９条の４ 第１０条から第１９条まで、第２１条、第２４条、第２９条、

第３７条から第４２条まで、第５２条、第５９条から第６２条まで、第６８

条、第７０条から第７２条まで、第７５条、第７６条、第８１条、第８７条

の２から第９４条まで、第１４７条、第１４８条、第１５２条及び前節（第

１５９条を除く。）の規定は、共生型自立訓練（生活訓練）の事業について



準用する。 

 第１０章第４節中第１６７条の前に次の１条を加える。 

（通勤のための訓練の実施） 

第１６６条の２ 指定就労移行支援事業者は、利用者が自ら通常の事業所に通

勤することができるよう、通勤のための訓練を実施しなければならない。 

 第１７１条中「第８６条」の次に「、第８７条、第８８条」を加える。 

第２０１条第１項中「（指定通所支援基準条例第６条第１項に規定する指定

児童発達支援事業所をいう。）」及び「（指定通所支援基準条例第７４条第１

項に規定する指定放課後等デイサービス事業所をいう。）」を削る。 

第１４章を第１６章とする。 

第１９７条第１項中「施設」の次に「（以下「入所施設」という。）」を加

える。 

第１９８条の６第３項中「家事等」の次に「（指定共同生活援助として提供

される介護又は家事等を除く。）」を加える。 

第２００条の１２中「第２００条の１２」を「第２００条の２２」に改め、

第１３章第５節第４款中同条を第２００条の２２とする。 

第２００条の１１を第２００条の２１とし、第２００条の８から第２００条

の１０までを１０条ずつ繰り下げる。 

第２００条の７第１項中「第２００条の９」を「第２００条の１９」に改め、

同条を第２００条の１７とする。 

第１３章第５節第３款中第２００条の６を第２００条の１６とする。 

第１３章第５節第２款中第２００条の５を第２００条の１５とし、第２００

条の４を第２００条の１４とする。 

第１３章第５節第１款中第２００条の３を第２００条の１３とする。 

第２００条の２中「前節」を「第４節」に、「第２００条の１２」を「第２

００条の２２」に、「第２００条の４第１項」を「第２００条の１４第１項」

に改め、同条を第２００条の１２とする。 

第１３章中第５節を第６節とし、第４節の次に次の１節を加える。 



第５節 日中サービス支援型指定共同生活援助に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 

第２００条の２ 第１節から前節までの規定にかかわらず、日中サービス支援

型指定共同生活援助（指定共同生活援助であって、当該指定共同生活援助に

係る指定共同生活援助事業所の従業者により、常時介護を要する者に対して、

常時の支援体制を確保した上で行われる入浴、排せつ、食事の介護その他の

日常生活上の援助をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「日中サービ

ス支援型指定共同生活援助事業者」という。）の基本方針並びに人員、設備

及び運営に関する基準については、この節に定めるところによる。 

（基本方針） 

第２００条の３ 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業は、常時の支援

体制を確保することにより、利用者が地域において、家庭的な環境及び地域

住民との交流の下で自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

当該利用者の心身の状況及びその置かれている環境に応じて共同生活住居に

おいて相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助を適切

かつ効果的に行うものでなければならない。 

第２款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第２００条の４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者が当該事業を行

う事業所（以下「日中サービス支援型指定共同生活援助事業所」という。）

に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

 ⑴ 世話人 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯における日中サービス支援

型指定共同生活援助の提供に当たる世話人の総数は、日中サービス支援型

指定共同生活援助事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を５で除し

て得た数以上 

 ⑵ 生活支援員 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯における日中サービス

支援型指定共同生活援助の提供に当たる生活支援員の総数は、日中サービ



ス支援型指定共同生活援助事業所ごとに、常勤換算方法で、次のアからエ

までに掲げる数の合計数以上 

ア 区分省令第１条第４号に規定する区分３に該当する利用者の数を９で

除して得た数 

イ 区分省令第１条第５号に規定する区分４に該当する利用者の数を６で

除して得た数 

ウ 区分省令第１条第６号に規定する区分５に該当する利用者の数を４で

除して得た数 

エ 区分省令第１条第７号に規定する区分６に該当する利用者の数を２．

５で除して得た数 

 ⑶ サービス管理責任者 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所ごと

に、ア又はイに掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれア又はイに掲げ

る数 

ア 利用者の数が３０人以下 １人以上 

イ 利用者の数が３１人以上 １人に、利用者の数が３０人を超えて３０

又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上 

２ 前項に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助の従業者のほか、共

同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯を通じて１人以上の夜間支援従事

者（夜間及び深夜の時間帯に勤務（宿直勤務を除く。）を行う世話人又は生

活支援員をいう。）を置くものとする。 

３ 第１項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数とする。 

４ 第１項及び第２項に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助の従業

者は、専ら日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の職務に従事する者

でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限り

でない。 

５ 第１項及び第２項に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助の従業

者のうち１人以上は、常勤でなければならない。 



（準用） 

第２００条の５ 第１９６条の規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助

の事業について準用する。 

第３款 設備に関する基準 

（設備） 

第２００条の６ 日中サービス支援型指定共同生活援助に係る共同生活住居は、

住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保

される地域にあり、かつ、入所施設又は病院の敷地外にあるようにしなけれ

ばならない。 

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所は、１以上の共同生活住居を

有するものとし、当該共同生活住居の入居定員の合計は４人以上とする。 

３ 共同生活住居の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じて工夫された

ものでなければならない。 

４ 共同生活住居は、その入居定員を２人以上１０人以下とする。ただし、構

造上、共同生活住居ごとの独立性が確保されており、利用者の支援に支障が

ない場合は、１の建物に複数の共同生活住居を設けることができるものとす

る。この場合において、１の建物の入居定員の合計は２０人以下とする。 

５ 既存の建物を共同生活住居とする場合にあっては、当該共同生活住居の入

居定員を２人以上２０人（市長が特に必要があると認めるときは３０人）以

下とすることができる。 

６ 既存の建物を共同生活住居とした共同生活住居を改築する場合であって、

市長が特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、当該共同

生活住居の入居定員を２人以上３０人以下（ただし、当該共同生活住居を改

築する時点の入居定員と同数を上限とする。）とすることができる。 

７ 共同生活住居は、１以上のユニットを有するほか、日常生活を営む上で必

要な設備を設けなければならない。 

８ ユニットの入居定員は、２人以上１０人以下とする。 

９ ユニットの基準は、次のとおりとする。 



 ⑴ １の居室の定員は、１人とすること。ただし、利用者のサービス提供上

必要と認められる場合は、２人とすることができる。 

 ⑵ １の居室の面積は、収納設備等に係る面積を除き、７．４３平方メート

ル以上とすること。 

第４款 運営に関する基準 

（実施主体） 

第２００条の７ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、当該日中サ

ービス支援型指定共同生活援助と同時に第９９条に規定する指定短期入所（第

１００条第１項に規定する併設事業所又は同条第３項に規定する単独型事業

所に係るものに限る。）を行うものとする。 

（介護及び家事等） 

第２００条の８ 介護は、利用者の心身の状況に応じ、当該利用者の自立の支

援及び日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行わなければなら

ない。 

２ 調理、洗濯その他の家事等は、原則として利用者と従業者が共同で行うよ

うに努めなければならない。 

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、常時１人以上の従業者を

介護又は家事等に従事させなければならない。 

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、その利用者に対して、当

該利用者の負担により、当該日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の

従業者以外の者による介護又は家事等（日中サービス支援型指定共同生活援

助として提供される介護又は家事等を除く。）を受けさせてはならない。 

（社会生活上の便宜の供与等） 

第２００条の９ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、利用者の心

身の状況又はその置かれている環境等に応じて、利用者の意向に基づき、社

会生活上必要な支援を適切に行わなければならない。 

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、利用者について、特定相

談支援事業を行う者又は他の障害福祉サービスの事業を行う者等との連絡調



整に努めなければならない。 

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、利用者が日常生活を営む

上で必要な行政機関に対する手続等をその者又はその家族が行うことが困難

である場合は、その者の同意を得てその者又はその家族に代わって当該手続

等を行わなければならない。 

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、常に利用者の家族との連

携を図るとともに、利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努め

なければならない。 

（協議の場の設置等） 

第２００条の１０ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サー

ビス支援型指定共同生活援助の提供に当たっては、法第８９条の３第１項に

規定する協議会その他市長がこれに準ずるものとして特に認めるもの（以下

「協議会等」という。）に対して定期的に日中サービス支援型指定共同生活

援助の事業の実施状況等を報告し、協議会等による評価を受けるとともに、

協議会等から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、前項の報告、評価、要望、

助言等についての記録を整備しなければならない。 

（準用） 

第２００条の１１ 第１０条、第１２条、第１３条、第１５条から第１８条ま

で、第２１条、第２４条、第２９条、第３７条から第４２条まで、第５５条、

第６０条、第６２条、第６８条、第７２条、第７５条から第７７条まで、第

９０条、第９２条、第９４条、第１５７条の２、第１９８条から第１９８条

の５まで及び第１９８条の８から第１９９条の４までの規定は、日中サービ

ス支援型指定共同生活援助の事業について準用する。この場合において、第

１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第２００条の１１において準用す

る第１９８条の８」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第２

００条の１１において準用する第１９８条の３第１項」と、第２４条第２項

中「第２２条第２項」とあるのは「第２００条の１１において準用する第１



９８条の３第２項」と、第７７条第２項第１号中「第５５条第１項」とある

のは「第２００条の１１において準用する第５５条第１項」と、同項第３号

中「第６７条」とあるのは「第２００条の１１において準用する第９０条」

と、同項第４号中「第７５条第２項」とあるのは「第２００条の１１におい

て準用する第７５条第２項」と、同項第５号及び第６号中「次条」とあるの

は「第２００条の１１」と、第９４条中「前条の協力医療機関」とあるのは

「第２００条の１１において準用する第１９９条の４第１項の協力医療機関

及び同条第２項の協力歯科医療機関」と、第１５７条の２第１項中「支給決

定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第１７０条の２第１

項に規定する厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるのは「支給決定障

害者（入居前の体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助を受けている

者を除く。）」と、同条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を

受ける者及び基準省令第１７０条の２第２項に規定する厚生労働大臣が定め

る者を除く。）」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な日中サー

ビス支援型指定共同生活援助を受けている者に限る。）」と読み替えるもの

とする。 

第１３章を第１５章とし、第１２章の次に次の２章を加える。 

第１３章 就労定着支援 

第１節 基本方針 

第１９３条の２ 就労定着支援に係る指定障害福祉サービス（以下「指定就労

定着支援」という。）の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を

営むことができるよう、就労に向けた支援として省令第６条の１０の２に規

定するものを受けて通常の事業所に新たに雇用された障害者に対して、省令

第６条の１０の３に規定する期間にわたり、当該通常の事業所での就労の継

続を図るために必要な当該通常の事業所の事業主、障害福祉サービス事業者

等、医療機関その他の者との連絡調整その他の支援を適切かつ効果的に行う

ものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 



（従業者の員数） 

第１９３条の３ 指定就労定着支援の事業を行う者（以下「指定就労定着支援

事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定就労定着支援事業

所」という。）に置くべき就労定着支援員の員数は、指定就労定着支援事業

所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を４０で除して得た数以上とする。 

２ 指定就労定着支援事業者は、指定就労定着支援事業所ごとに、当該指定就

労定着支援の事業の利用者の数（当該指定就労定着支援事業者が、生活介護、

自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支

援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型（以下「生活介護等」という。）に係る指定障

害福祉サービス事業者の指定を併せて受け、かつ、指定就労定着支援の事業

と生活介護等に係る指定障害福祉サービスの事業とを同一の事業所において

一体的に運営している場合にあっては、当該事業所において一体的に運営し

ている指定就労定着支援の事業及び生活介護等に係る指定障害福祉サービス

の事業の利用者の合計数。以下この条において同じ。）に応じて、次に掲げ

る員数を、サービス管理責任者として置くこととする。 

 ⑴ 利用者の数が６０人以下 １人以上 

 ⑵ 利用者の数が６１人以上 １人に、利用者の数が６０人を超えて４０又

はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上 

３ 前２項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数とする。 

４ 第１項に規定する就労定着支援員及び第２項に規定するサービス管理責任

者は、専ら当該指定就労定着支援事業所の職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

５ 第２項に規定するサービス管理責任者のうち１人以上は、常勤でなければ

ならない。 

（準用） 

第１９３条の４ 第５２条の規定は、指定就労定着支援の事業について準用す

る。 



第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第１９３条の５ 指定就労定着支援事業者は、事業を行うために必要な広さの

区画を有するとともに、指定就労定着支援の提供に必要な設備及び備品等を

備えなければならない。 

第４節 運営に関する基準 

（サービス管理責任者の責務）  

第１９３条の６ サービス管理責任者は、第１９３条の１２において準用する

第６０条に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。 

 ⑴ 利用申込者の利用に際し、その者に係る指定障害福祉サービス事業者等

に対する照会等により、その者の心身の状況、当該指定就労定着支援事業

所以外における指定障害福祉サービス等の利用状況等を把握すること。 

 ⑵ 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、利用者が地域

において自立した日常生活又は社会生活を継続して営むことができるよう

必要な支援を行うこと。 

 ⑶ 他の従業者に対して技術指導及び助言を行うこと。 

（実施主体） 

第１９３条の７ 指定就労定着支援事業者は、過去３年間において平均１人以

上、通常の事業所に新たに障害者を雇用させている生活介護等に係る指定障

害福祉サービス事業者でなければならない。 

（職場への定着のための支援の実施） 

第１９３条の８ 指定就労定着支援事業者は、利用者の職場への定着及び就労

の継続を図るため、新たに障害者を雇用した通常の事業所の事業主、指定障

害福祉サービス事業者等、医療機関等との連絡調整及び連携を行うとともに、

利用者やその家族等に対して、当該雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活

を営む上での各般の問題に関する相談、指導及び助言その他の必要な支援を

提供しなければならない。 

２ 指定就労定着支援事業者は、利用者に対して前項の支援を提供するに当た



っては、１月に１回以上、当該利用者との対面により行うとともに、１月に

１回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪問することによ

り当該利用者の職場での状況を把握するよう努めなければならない。 

（サービス利用中に離職する者への支援） 

第１９３条の９ 指定就労定着支援事業者は、指定就労定着支援の提供期間中

に雇用された通常の事業所を離職する利用者であって、当該離職後も他の通

常の事業所への就職等を希望するものに対し、指定特定相談支援事業者その

他の関係者と連携し、他の指定障害福祉サービス事業者その他の関係者との

連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

（運営規程） 

第１９３条の１０ 指定就労定着支援事業者は、指定就労定着支援事業所ごと

に、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めてお

かなければならない。 

 ⑴ 事業の目的及び運営の方針 

 ⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 ⑶ 営業日及び営業時間 

 ⑷ 指定就労定着支援の提供方法及び内容並びに支給決定障害者から受領す

る費用の種類及びその額 

 ⑸ 通常の事業の実施地域 

 ⑹ 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には、当該障害の種類 

 ⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 ⑻ その他運営に関する重要事項 

（記録の整備） 

第１９３条の１１ 指定就労定着支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定就労定着支援事業者は、次に掲げる利用者に対する指定就労定着支援

の提供に関する記録を整備し、当該指定就労定着支援を提供した日から５年

間保存しなければならない。 



 ⑴ 次条において準用する第２０条第１項の規定による提供した指定就労定

着支援に係る必要な記録事項 

 ⑵ 次条において準用する第６０条第１項の規定による就労定着支援計画 

 ⑶ 次条において準用する第３０条の規定による市町村への通知に係る記録 

 ⑷ 次条において準用する第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

 ⑸ 次条において準用する第４１条第２項の規定による事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録 

（準用） 

第１９３条の１２ 第１０条から第２４条まで、第３０条、第３４条から第４

２条まで、第５９条、第６０条、第６２条及び第６８条の規定は、指定就労

定着支援の事業について準用する。この場合において、第１０条第１項中「第

３２条」とあるのは「第１９３条の１０」と、第２１条第２項中「次条第１

項」とあるのは「第１９３条の１２において準用する次条第１項」と、第２

４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１９３条の１２において準

用する第２２条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第

１９３条の１２において準用する次条第１項」と読み替えるものとする。 

第１４章 自立生活援助 

第１節 基本方針 

第１９３条の１３ 自立生活援助に係る指定障害福祉サービス（以下「指定自

立生活援助」という。）の事業は、利用者が地域において自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、定期的な巡回又は随時の通報を受け

て行う訪問、当該利用者からの相談対応等により、当該利用者の状況を把握

し、必要な情報の提供及び助言その他の必要な支援が、保健、医療、福祉、

就労支援、教育等の関係機関との密接な連携の下で、当該利用者の意向、適

性、障害の特性その他の状況及びその置かれている環境に応じて、適切かつ

効果的に行われるものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 



第１９３条の１４ 指定自立生活援助の事業を行う者（以下「指定自立生活援

助事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定自立生活援助事

業所」という。）に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

 ⑴ 地域生活支援員 指定自立生活援助事業所ごとに、１人以上 

 ⑵ サービス管理責任者 指定自立生活援助事業所ごとに、ア又はイに掲げ

る利用者の数の区分に応じ、それぞれア又はイに掲げる数 

ア 利用者の数が３０人以下 １人以上 

イ 利用者の数が３１人以上 １人に、利用者の数が３０人を超えて３０

又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上 

２ 前項第１号に規定する地域生活支援員の員数の標準は、利用者の数が２５

又はその端数を増すごとに１人とする。 

３ 第１項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受

ける場合は、推定数とする。 

４ 第１項に規定する指定自立生活援助の従業者は、専ら当該指定自立生活援

助事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の支援に

支障がない場合は、この限りでない。 

（準用） 

第１９３条の１５ 第５２条の規定は、指定自立生活援助の事業について準用

する。 

第３節 設備に関する基準 

（準用） 

第１９３条の１６ 第１９３条の５の規定は、指定自立生活援助の事業につい

て準用する。 

第４節 運営に関する基準 

（実施主体） 

第１９３条の１７ 指定自立生活援助事業者は、指定障害福祉サービス事業者

（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、宿泊型自立訓練又は共同

生活援助の事業を行う者に限る。）、指定障害者支援施設又は指定相談支援



事業者（法第５１条の２２第１項に規定する指定相談支援事業者をいう。）

でなければならない。 

（定期的な訪問による支援） 

第１９３条の１８ 指定自立生活援助事業者は、おおむね週に１回以上、利用

者の居宅を訪問することにより、当該利用者の心身の状況、その置かれてい

る環境及び日常生活全般の状況等の把握を行い、必要な情報の提供及び助言

並びに相談、指定障害福祉サービス事業者等、医療機関等との連絡調整その

他の障害者が地域における自立した日常生活又は社会生活を営むために必要

な援助を行わなければならない。 

（随時の通報による支援等） 

第１９３条の１９ 指定自立生活援助事業者は、利用者からの通報があった場

合には、速やかに当該利用者の居宅への訪問等による状況把握を行わなけれ

ばならない。 

２ 指定自立生活援助事業者は、前項の状況把握を踏まえ、当該利用者の家族、

当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等、医療機関その他の関

係機関等との連絡調整その他の必要な措置を適切に講じなければならない。 

３ 指定自立生活援助事業者は、利用者の心身の状況及び障害の特性に応じ、

適切な方法により、当該利用者との常時の連絡体制を確保しなければならな

い。 

（準用） 

第１９３条の２０ 第１０条から第２４条まで、第３０条、第３４条から第４

２条まで、第５９条、第６０条、第６２条、第６８条、第１９３条の６、第

１９３条の１０及び第１９３条の１１の規定は、指定自立生活援助の事業に

ついて準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とある

のは「第１９３条の２０において準用する第１９３条の１０」と、第２１条

第２項中「次条第１項」とあるのは「第１９３条の２０において準用する次

条第１項」と、第６０条第８項中「６月」とあるのは「３月」と読み替える

ものとする。 



 附則第２項中「第２００条の６」を「第２００条の１６」に改める。 

附則第３項の前の見出し中「指定共同生活援助事業所」の次に「又は日中サ

ービス支援型指定共同生活援助事業所」を加え、同項中「第１９８条の６第３

項」の次に「及び第２００条の８第４項」を、「、指定共同生活援助事業所」

の次に「又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所」を、「当該指定共

同生活援助事業所」の次に「又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所」

を加え、「平成３０年３月３１日」を「平成３３年３月３１日」に改める。 

附則第４項中「第１９８条の６第３項」の次に「及び第２００条の８第４項」

を、「、指定共同生活援助事業所」の次に「又は日中サービス支援型指定共同

生活援助事業所」を、「当該指定共同生活援助事業所」の次に「又は日中サー

ビス支援型指定共同生活援助事業所」を加え、「平成３０年３月３１日」を「平

成３３年３月３１日」に改める。 

附則第５項中「まで」の次に「及び第２００条の４第１項第２号イからエま

で」を加える。 

附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

参考資料 

   制 定 要 旨 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴

い、指定就労定着支援の事業及び指定自立生活援助の事業に関する基準を定め

ること、指定共同生活援助として日中サービス支援型指定共同生活援助の事業

に関する基準を定めること等のため、この条例を制定するものである。 


